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?Abstract?
This paper is a study on core personnel development of Japanese Companies in Malaysia and Singapore. 
Core personnel represents the particular person that is selected as a main stream management personnel 
at the early stage of his/her business carrier and promoted relatively faster than others. He/She is 











位の 2か国である。シンガポールが 5万 4776 ド
ル，マレーシアは 1万 548 ドルで，高所得国（1
万 2616 ドル以上）入り間近である。カントリー
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ジア 13 か国平均は 5.0％）である（表 1）。
　2-1.　本社の企業規模（従業員数）
　進出企業本社の規模を従業員数で見ると，マ










マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.消費関連製造業 13.3 5.0 0 3.7 18.7
2.素材関連製造業 13.3 15.0 33.3 25.9 14.7
3.機械関連製造業 53.3 75.0 41.7 40.7 43.4
4.卸売・小売業 6.7 5.0 0 3.7 6.2
5.金融・保険業 0 0 0 0 1.3
6.建設・不動産業 0 0 8.3 0 3.4
7.情報・メディア業 0 0 0 0 1.5
8.サービス・飲食店業 6.7 0 0 0 1.1
9.運輸・通信業 6.7 0 16.7 0 5.0
10.エネルギー関連業 0 0 0 0 1.0
11.その他 0 0 0 25.9 2.9
表 2-1　本社規模（従業員数，％）
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
300 人未満 46.7 14.3 8.3 25.9 22.8
300 人以上 53.3 85.7 91.7 74.1 77.2
表 2-2　海外子会社数　マレーシア，シンガポール 16年調査（社数）
1 社 2 〜 4 社 5 〜 9 社 10 社以上
マレーシア 1 5 6 3








　前回調査から 14 年経過したが，設立年数 10 年
以下の新しい企業は，マレーシア，シンガポール
とも 02 年調査より 16 年調査は比率が低下した
（マレーシア 19.1％から 13.3％へ，シンガポール



































マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
11 年以上前 86.7 80.9 100 96.3 59.1
6 〜 10 年前 0 14.3 0 3.7 17.1
5 年以内 13.3 4.8 0 0 23.8
表 4　現地子会社　企業形態（％）
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
多数合弁 13.3 47.6 0 18.5 23.2
少数合弁 13.3 14.3 0 0 7.3
単独出資 73.3 33.3 100 74.1 66.2
その他 0 4.8 0 7.4 3.0
表 5　進出目的（％）
マレーシア 16 年 シンガポール 16 年 13 か国平均
1.安価な労働力 27.8 8.3 24.7
2.現地市場 32.9 31.9 32.4
3.第三国への輸出 21.5 20.8 11.8
4.逆輸入 2.5 2.8 3.8
5.本社等関連企業との関係 5.1 8.3 14.2
6.法的・税制等の優遇措置 10.1 20.8 8.1
7.情報収集 0 6.9 5.6
8.その他 0 0 1.1







レーシアは 300 人以上の大規模な企業が 16 年調
査は 02 年調査よりやや増えて半数を超えている
（02 年調査 53.3％，16 年調査 52.4％）。シンガ
ポールは 16 年調査は 02 年調査より 10％以上増
えた（02 年調査 22.2％，16 年調査 33.3％）が，






と，マレーシアは 1 〜 9 人の企業が 2 社，10 〜
19 人の企業が 3社，20 〜 29 人の企業が 1社，30
〜 39 人の企業が 0社，40 〜 49 人の企業が 0，50
〜 99 人の企業が 3 社，100 人以上の企業が 5 社
（未記入 1 社）で 1 社平均は 210.5 人である。シ
ンガポールは 1〜 9 人の企業が 0，10 〜 19 人の
企業が 2 社，20 〜 29 人の企業が 0，30 〜 39 人
の企業が 0，40 〜 49 人の企業が 1，50 〜 99 人の
企業が 2社，100 人以上の企業が 6社（未記入 1






























マレーシア 16 年 シンガポール 16 年 13 か国平均
役員 73.3 91.7 85.5
管理職 14.3 0 27.9
表 6-1　現地子会社の企業規模（従業員数，％）
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
300 人未満 46.7 47.6 66.7 77.7 63.2
300 人以上 53.3 52.4 33.3 22.2 36.7
人数 1〜 9 10 〜 19 20 〜 29 30 〜 39 40 〜 49 50 〜 99 100 以上 平均
マレー
シア
社数 2 3 1 0 0 3 5 210.5
％ 14.3 21.4 7.1 0 0 14.3 35.7
シンガ
ポール
社数 0 2 0 0 1 2 6 125.9





























　マレーシアは 02 年調査は－0.90 であったが 16
年調査では－1.07 で，シンガポールは 02 年調査
は－0.80 であったが 16 年調査では－1.58 で，と
もに 02 年調査よりも不足感は強まり，シンガ




























現地法人のもつ権限 マレーシア 16 年 シンガポール 16 年 13 か国平均
1.人件費総額の決定 2.73 2.58 2.64
2.固定資産の購入 ･処分 1.27 1.92 2.00
3.生産販売量の決定 2.47 2.27 2.31
4.利益処分・再投資 1.87 1.33 1.57
5.貸付 ･ 借入 ･債務保証 1.73 1.95 1.33
6.現地法人の役員人事 1.27 1.42 1.20
7.新事業の企業化 1.47 1.50 1.18
8.現地広報活動 2.40 2.42 2.05
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
－1.07 －0.90 －1.58 －0.80 －1.28






















が入社後 3〜 5年（33.3％），2位は入社後 5年以
上（26.6％），3 位は入社時（20.0％），以下入社




は 1位が入社後 5 年以上（50.0％）で，2 位は入
















採用方法 マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.新規学卒者の定期採用 0.67 0.90 1.00 0.60 0.93
2.新聞・求人雑誌等による採用 1.40 1.90 1.42 1.70 1.36
3.職業紹介機構を通じての採用 1.33 1.60 2.33 1.20 1.67
4.他社からヘッドハント 0.60 0.90 1.20 0.90 0.73
5.本社からの派遣・出向 1.13 0.20 1.90 0.20 0.90
6.関連企業等からの出向・転籍 0.27 1.20 0.64 0.80 0.51
7.社員による紹介 1.33 1.20 1.64 0.80 1.10
8.インターネットによる採用 1.20 0.50 1.11 0.40 1.00
選抜要件 マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.語学力 3.3 0 2.8 0 8.0
2.学歴（含資格，学位） 1.1 0 4.2 1.4 2.7
3.社内での実績 7.7 10.9 5.6 15.1 10.1
4.社内外の過去の実績 6.6 1.7 13.9 5.5 6.8
5.将来性 4.4 3.4 1.4 2.7 4.8
6.人柄 13.2 1.7 9.7 1.4 9.5
7.リーダーシップ 27.5 27.6 25.0 27.4 19.6
8.実行力 15.3 22.4 19.4 13.7 14.5
9.専門性 6.6 3.4 12.5 6.9 8.5
10.問題解決力 14.3 15.5 5.6 17.8 13.0
11.洞察力 0 13.8 0 8.2 2.7
マレーシアとシンガポールにおける日系企業のコア人材育成 7
を占めて圧倒的であるが，両国とも減少している
（マレーシア 02 年 81.2％，16 年 72.2％。シンガ












































決定する時期 マレーシア 16 年 シンガポール 16 年 13 か国平均
1.入社時 20.0 0 8.8
2.入社後 1年以内 6.7 0 8.4
3.入社後 1〜 3年 13.3 16.7 21.5
4.入社後 3〜 5年 33.3 33.3 28.2
5.入社後 5年以上 26.6 50.0 33.1
決定するもの マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.現地子会社直属上司 11.1 0 15.4 4.0 8.1
2.現地子会社人事部門 5.6 5.3 7.7 4.0 4.1
3.現地子会社の特別委員会 5.6 0 7.7 4.0 2.0
4.現地子会社社長 ･役員 72.2 81.2 61.5 84.0 81.1
5.本社人事部 5.6 10.5 7.7 4.0 5.5
表 11-1　コア人材を昇進させる職位
昇進させる職位 マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.子会社部長クラス 1.93 2.20 2.75 2.00 2.36
2.子会社役員クラス 1.13 0.90 1.92 1.00 1.07
3.子会社社長 0.27 0.40 1.09 0.40 0.42
4.本社役員クラス 0.13 0 0.36 0 0.13
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したキャリア形成」で , マレーシア 1.71，シンガ



























職種 マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.営業 1.87 1.70 2.83 1.70 1.90
2.総務・人事 2.13 1.60 2.17 1.30 1.95
3.財務・経理 2.33 1.80 2.42 1.60 2.20
4.開発・設計 1.40 1.70 1.67 1.20 1.65
5.生産・技術 2.20 2.20 1.83 2.00 2.35
6.法務・特許 1.00 0.40 1.25 0.50 1.22
育成施策 マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.社外の研修機関（含大
学）への派遣
0.87 1.50 1.00 1.10 1.04
2.本社へ出向させ上位の
職務を経験させる
1.07 1.00 0.82 0.10 1.11
3.コア人材を意識した能
力開発プログラム
1.40 1.20 1.33 1.20 1.21
4. コア人材を意識した
キャリア形成


































（40.0％から 26.7％へ）。シンガポールは 02 年調
査では，今まで 1位だったパターン 2が 2位とな
り，2位だったパターン 3が 1 位となったが，16
年調査では 02 年調査のマレーシアと同様となり，
職務給と関わるパターン 2を大きく減少させてい













り，16 年調査 5 位はマレーシアで報奨金・奨励
金制度（2点以上はこの 5つ），シンガポールで
福利厚生の充実である。福利厚生の充実が 7位か
























マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
今までパターン 1 13.3 9.5 25.0 22.2 18.2
パターン 2 46.7 61.9 41.7 51.9 48.6
パターン 3 40.0 28.6 33.3 25.9 33.6
今後　パターン 1 40.0 47.6 58.3 22.2 40.0
パターン 2 33.3 19.0 16.7 33.3 26.5
パターン 3 26.7 33.3 25.0 44.4 33.8
定着施策 マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.給与・賞与の反映幅拡大 2.50 2.40 2.33 2.30 2.49
2.昇進 ･ 昇格のスピード 2.36 2.20 2.33 2.20 2.26
3.能力開発機会の拡充 2.21 1.70 1.83 1.60 1.99
4.裁量権の拡大 2.27 1.60 2.25 1.80 2.00
5.報奨金 ･奨励金制度 2.07 1.20 1.55 1.00 1.75
6.ストックオプション制度 0.92 0.20 0.50 0.30 0.73
7.社内公募制 1.14 0.30 1.00 0.30 0.82
8.表彰制度 1.53 1.10 1.55 1.00 1.56
9.福利厚生の充実 1.67 1.30 1.67 0.80 1.72
10.その他 0 0 0 0 0


















調査と比べるとマレーシアが 0.10 上昇し 2.20，
シンガポールも 0.22 上昇し 2.42 となり，アジア












は 1 〜 9 人が 2.50，10 〜 19 人が 2.00，20 〜 29
人が 3.00，30 〜 49 人が 0社，50 人〜 99 人が 2.25，
100 人以上が 2.20 である。ただし，1 〜 9 人が 2
表 14-2　コア人材制度の評価　マイナス評価
表 14-1　コア人材制度の評価　プラス評価
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
1.世の中の変化に対応できるシ
ステムである
2.21 2.00 2.42 2.40 2.12
2.限られた資源を有効に活用す
るシステムである
2.29 2.10 2.45 2.30 2.31
3.人材が流動化する中で有効な
人材育成のシステムである
2.29 2.30 2.50 2.10 2.27
4.ホワイトカラーの選抜に有効
なシステムである
1.71 1.50 1.82 1.70 1.85
5.能力があるものを魅きつける
システムである
2.21 2.40 2.50 2.30 2.34
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
6.選抜のための基準作りや評価
が難しい
2.50 2.50 2.64 2.10 2.33
7.コア人材として選抜されたも
のへの負担が大きい
1.86 1.10 1.91 1.00 1.52
8.コア人材の育成に費用や時間
がかかる
2.57 2.50 2.42 1.90 2.30
9.コア人材の要件を満たす人材
が少ない
2.71 2.40 2.75 2.00 2.44
10.コア人材以外の社員のモチ
ベーションが失われる
1.54 1.30 1.73 1.00 1.37
11.人間関係がギクシャクする 1.62 1.20 1.09 0.60 1.20
表 15-1　コア人材制度の受け入れ度
マレーシア 16 年 マレーシア 02 年 シンガポール 16 年 シンガポール 02 年 13 か国平均
2.20 2.10 2.42 2.20 2.09
マレーシアとシンガポールにおける日系企業のコア人材育成 11
社，10 〜 19 人が 3 社，20 〜 29 人 1 社と少ない。
そこで 49 人以下の 6社をまとめると 2.33 で，50
人以上（7社）が 2.21 である。ホワイトカラーの
人数が多くなるほど却って受け入れ度が低くなっ
ている。シンガポールは 1 〜 9 人が 0，10 〜 19
人が 3.00，20 〜 29 人が 0，30 〜 49 人が 2.00，
50 人〜 99 人が 2.33，100 人以上が 2.20 である。
ただし，10 〜 19 人が 2 社，30 〜 49 人 1 社でや
はり少ない。同様に 49 人以下の 3社をまとめる





入社時 2.33，入社後 1 年以内 2.00（ただし 1 社），
同 1〜 3 年が 2.00，同 3 〜 5 年が 2.40，同 5 年以























社数 受け入れ度 社数 受け入れ度
1〜 9 2 2.50 0
10 〜 19 3 2.00 2 3.00
20 〜 29 1 3.00 0
30 〜 49 0 1 2.00
50 〜 99 2 2.25 3 2.33
100 以上 5 2.20 5 2.20
無回答 2社 無回答 1社
マレーシア シンガポール
社数 受け入れ度 社数 受け入れ度
入社時 3 2.33 0
入社後 1年以内 1 2.00 0
入社後 1〜 3年 2 2.00 2 2.50
入社後 3〜 5年 5 2.40 4 2.50
入社後 5年以上 4 2.25 6 2.33




社数 受け入れ度 社数 受け入れ度
11 年以上 13 2.15 12 2.42
6 〜 10 年 0 0
5 年以内 2 2.50 0











































社は 35 年）。11 年以上の企業の比率は 100％で
アンケート（86.7％）より高い。シンガポールは
アンケートに回答した企業がすべて設立 11 年以
































第 1回 1.90 1.80 1.61 2.38 1.86 2.20 2.10 2.20
第 2 回 2.49 1.92 2.24 1.94 2.00 1.92 2.20 2.42






















































































































































4.　終 わ り に
　コア人材の育成にどのように取り組んでいるか
をマレーシアとシンガポールの日系企業について，






































　02 年調査と比べると 0.10 点増加し，2.20 とな





























　アジア 13 か国平均（入社後 3年以上が 61.3％）






















　02 年調査と比べると 0.22 点も増加し，2.42 と
なり，アジア 13 か国の日系企業の平均 2.09 を大
きく上回った。
　先進国入りしているシンガポールでは，コア人












2）「アジアの労務事情」『ジェトロセンサー』2017 年 7 月号。
3） 山田奈緒子「国際人的管理」『理論とケースで学ぶ国際ビジ
ネス』三訂版，同文舘，第 10 章，2012 年。
4） 古沢昌之「グローバル企業の人的資源管理」（『新グローバ
ル経営論』白桃書房，第 10 章，2007 年）。古沢の見解の 10
年後の現在も「日系企業には，ガラスの天井がある（一定
以上の役職には就けない）と思われて」（「新興国ビジネス

























コア人材育成」『和光経済』第 49 巻第 2号，2016 年を参照。
11）インドネシアに関しては，鈴木岩行「インドネシアにおけ
る日系企業のコア人材育成」『和光経済』第 49 巻第 3 号，
2017 年，韓国に関しては，鈴木岩行・黄八洙「韓国におけ
る日系企業のコア人材育成」『和光経済』第 50 巻第 2 号，
2018 年，タイに関しては，鈴木岩行「タイにおける日系企











































1.　会 社 概 要
業　　種：自動車製造










































































1.　会 社 概 要
業　　種：パーム油脂等の製造・販売









現地従業員数：480 人（内ホワイトカラー 100 人）


















































1.　会 社 概 要
業　　種：減速機の製造・販売







現地従業員数：58 人（内ホワイトカラー 43 人）
管理職数：8人（内日本人 3人）























































『和光経済』第 51 巻第 1号20
事例4　運輸・通信業D社（チャンギー空港
近辺）
1.　会 社 概 要
業　　種：物流業











現地従業員数：500 人（内ホワイトカラー 100 人）






























































1.　会 社 概 要
業　　種：自動車部品製造，東南アジアに 8 社
ある同社グループの地域本社である。





現地従業員数：200 人（ホワイトカラー 80 人）
管理職数：16 人（日本人 7人）
役員数：４人（シンガポール人社長，他に役員は，
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『和光経済』第 51 巻第 1号22
